
1 of 2 © 2025 Fujitsu LimitedFujitsu Public

DX伴走支援

自律的なDX推進の実現に向けたご支援

リード文

１．DXの動向
現場では財政制約・職員の減少が進む中で、複雑化する法制度、多様化する住民ニーズを背景に、職員の業務量が年々増加して

います。独自の地域特性を踏まえた魅力あるまちづくりを実現するために、デジタル技術の活用及び行政サービスのDX化の必要
性が強く認識され、DXが自治体経営の中核に位置付けられました。職員においては、限られた行政資源の中で、デジタル技術を
有効活用し、ニーズに即した、迅速な政策立案・行政サービスの更なる向上に取組むための積極的な支援が求められています。

２．DX推進の悩み
DX推進においては、自律的なDX推進に向けて各々の地域特性や進捗のばらつきを踏まえた支援を行う必要がありますが、現実

的に職員が全てのマネジメントを行うことは負荷が大きいと想定されます。

３．DX推進支援の概要
弊社では、上記における悩みに対して、「①セミナー、②アドバイザリー、③政策提言」を行い、自律的なDX推進の実現をご

支援いたします。

DXの推進による行政経営の高度化

デジタル技術 × 組織・人材

DX推進計画

デジタル社会の実現に向けた
重点計画

骨太の方針2023/
デジタル田園都市国家構想

国の発信 地方自治体

行政経営力 地域経営力接点
拡充

職員における悩み 現場の現状

組織醸成の課題

• 全庁的なDX推進体制
が未整備、又は数名
で運営。

• 業務所管課は日常業
務で手一杯のため、
DXに取組めていない。

行政・地域経営の課題

• 過疎地域では、役場
までのアクセス手段
が乏しい。

• 都心一極集中の進行
を踏まえて、魅力あ
るまちづくりに向け
た変革が必要。

1 DX人材育成
自律的にDX推進できる体制が必要

2 DX取組み支援
特性に応じた取組みが必要

3 国・県としての施策検討
国・県の共同利用検討が必要

富士通によるDX推進支援

1 セミナー

2 アドバイザリー

3 政策提言

階層別のセミナー実施により全庁的な文化醸成を実現

ニーズに合わせた支援によるDX促進を実現

共同利用や地域連携等のDX推進を実現
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お問い合わせ先

DX伴走支援

富士通株式会社

パブリック事業本部 パブリックコンサルティング事業部

担 当：前田（maeda.kouji-01@fujitsu.com）、岩見（iwami.kakeru@fujitsu.com）

〒212-0014 神奈川県川崎市幸区大宮町1-5 JR川崎タワー

４．本サービスの特徴

弊社では、各ニーズに合わせた柔軟なサービスの組み立てを実現し、地域特性に応じた効率的かつ効果的なDX推進の実現を支
援いたします。

セミナー 国・県への政策提言アドバイザリー

幹部

DX推進

人材

一般職員

✓ 幹部職員・DX推進人材・一般職員
等の階層別にセミナーを実施する
ことで全庁的な文化醸成を実現を
支援いたします。

✓ 机上で学ぶだけでなく、実践的な
AI・RPAハンズオン研修やBPR等
幅広いテーマにおけるデジタル人
材育成メニューに対応いたします。

DXの方向性を
職員に提示

現場マネジメント、
市のビジョン策定

DX事業を牽引
データ利活用・

EBPM、AI・RPA
等のデジタル活用

DXリテラシー
向上・理解促進
DXの必要性理解

全庁的な文化醸成を実現

・情報システムの標準化・共通化
・マイナンバーカードの普及促進
・行政手続のオンライン化
・テレワークの推進
・AI・RPAの利用促進
・セキュリティ対策の徹底
・デジタル田園都市国家構想に
向けた取組み

・デジタルデバイド対策
・デジタル原則に基づく条例等の
規制の点検・見直し

・BPR取組の徹底
・オープンデータ・官民データ
連携の推進

✓ アンケートによるDXの取組状況を
分析の上、伴走型支援・スポット
支援等の適切な支援方法を選択い
たします。

✓ 相談に対する解答だけでなく、相
談元職員が自律的に行動できるよ
う、スキル・ノウハウの移転を図
ることを目指します。

ニーズに応じた支援を実現

分析結果に応じた支援項目（例）

例）
・県と市町村によるシステム
及びツールの共同利用

・地域間・産学官連携に向けた
   プラットフォーム構築

・都道府県内市町村における
情報連携のWG運営

✓ 進捗を踏まえた
効率的なDX推進方法や
地域DX事業の実現に向けた

      提言をいたします。

✓ 次年度以降のロードマップを
策定することで、着実な
底上げ及び
DX取組促進に寄与いたします。

着実なDX促進を実現

DX
取
組
状
況
の
分
析

５．弊社の強み

DX伴走支援では、弊社の強みである「①公平性・中立性・透明性、②全国における幅広いネットワーク、③パブリックセク
ターにおける豊富な支援実績」の3点を最大限に活かした支援を実現いたします。

公平性・中立性・透明性の確保による現行業務・システムの制約に囚われない
第三者の視点で、コンサルティングを実施いたします。

全国に拠点を持つ富士通グループの幅広いネットワークを活用した、全国の事例や
幅広い分野における知見の提供をいたします。

弊社併設の公共政策研究センターの知見や人脈による行政視点で、組織規模問わず、
地域特性に見合った支援実績を有しています。

公平性・中立性・透明性

全国における
幅広いネットワーク

パブリックセクターに
おける豊富な支援実績

実績事例：某都道府県における市町村DX推進支援（R4年度・R5年度）

１．DX全体方針作成支援業務
２．日常業務支援業務
３．デジタル化取組状況の分析業務
４．政策提言業務

R4
年度

１．情報システムの標準化・共通化
に係るPMO支援

２．DX個別相談対応
３．DX相談セミナー

R5
年度
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